
防衛施設周辺放送受信事業の見直しについて 

○ 放送受信事業（ＮＨＫ受信料補助） 

 ＮＨＫから制度を引き継いでから３０年以上が経過し、住宅防音工事を行うことにより、聴き取りにくさの改善に努めてい

ます。 

 平成２３年度には、会計検査院から防衛大臣あてに、指定基準を見直すなどして、透明性を十分に確保するように意見が表

示されました。平成２８年度決算検査報告においても掲記され、本年１１月８日に会計検査院長から総理大臣へ手交されてお

ります。 

 このため、放送受信事業対象者における住宅防音工事の実施状況毎に、一部見直しを行いたいと考えています。（千歳飛行

場、三沢飛行場、横田飛行場、厚木飛行場、小松飛行場、岩国飛行場、新田原飛行場等の本土１６施設）（参考：国土交通省

管理の飛行場については、補助制度を平成２５年に廃止） 

○ 平成３０年８月３１日をもって住宅防音工事が完了した世帯については助成を終了 

○ 平成３０年９月１日から一部住宅防音工事を実施した世帯については助成額を半額にし、平成３６年３月３１日を

もって助成を終了 

○ 平成３０年３月３１日をもって助成対象区域の事業所及び新規転入者への助成を終了 

【参考】１契約当たりの補助額について 

・本土６，９９５円（放送受信料のうち、地上放送分の口座振替額（１２か月前払）の半額に相当する額） 
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